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1．日・ASEAN 経営者交流に係る経済同友会の取り組み 
 

（1）50 年におよぶ ASEAN との経営者交流 

 

 経済同友会は、1974 年、発足間もない ASEAN の企業経営者との交流・対話を

目的に、日本・ASEAN 経営者会議（ASEAN-Japan Business Meeting：以下、

AJBM）の発足を主導した。 

 東西冷戦の下、当時の経済人有志が、東南アジア諸国が一つの地域として結束・

発展することを重視し、ASEAN と日本の経済関係の強化と、ASEAN における

地域統合の促進を目的に、同会議の構想を作り上げた。 

 以来 50 年間、経済同友会と各国国内委員会が、持ち回りで年次会議を開催して

きた。会議では、貿易・投資の拡大、幅広い日本企業の ASEAN 展開、地域経済

連携など、折々の共通課題を取り上げ、民間経済人の対話と交流を促し、相互理

解と信頼醸成に寄与してきた。 

 一方、この間に日・ASEAN の経済関係や外部環境は大きく変化し、特に、

ASEAN における日本のプレゼンスは総体的に低下、それに伴って「日本経済界

との接点」としての AJBM の訴求力に陰りが見えてきた。各国の中心メンバーの

間では、AJBM のネットワークに参加することの意義や価値、実利を明確にすべ

き、との議論が交わされた。 

 こうした停滞感を打破するため、2023 年の日本・ASEAN 友好協力 50 周年の

節目を見据え、会議の刷新に向けた取り組みが開始された。2022 年の第 48 回

会議では「次の 50 年」を展望し、「人材」を共通課題として、産業構造の変革に協

働して取り組む、という方向性が示された。続く第 49 回（2023 年）会議では、人

材にサステナビリティ、デジタルを加えた 3 つのテーマを横軸として、継続的な議

論の枠組みを作る方向性を設定された。  

 この方向性は、日・ＡＳＥＡＮ首脳が掲げる「日本と ASEAN による経済価値の共

創」というビジョンに基づき、形づくられたものである。また、この「経済価値共創」

の担い手として、2023 年に発足した次世代ビジネスリーダー・コミュニティ1との

接点を強化するなど、将来を見据えたネットワークの開拓も行ってきた。 

  

 
1 次世代ビジネスリーダーズ・コミュニティは、日・ASEAN 各国のユニコーン経営者・財閥幹部により構

成される「ヤング・ビジネス・リーダーズ」、20～30 代の社会起業家による「将来世代ビジネスリーダー

ズ」という二つのコミュニティにより構成。両者はそれぞれ年次サミットを日本にて開催。議論の成果を各

国首脳に提言・提案するなどの活動を展開している。 

https://www.meti.go.jp/press/2025/12/20251205003/20251205003.html 

 

https://www.meti.go.jp/press/2025/12/20251205003/20251205003.html
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（２）AJBM の発展的解消と新たな対話枠組みへの移行 

 

 ２024 年、タイ商工会議所と当会の共催により、第 50 回 AJBM をタイ・バンコク

にて開催、日本と ASEAN 9 カ国から約 200 名の経営者が参加した。「持続可

能な未来のため強靭なパートナーシップの構築（Building Resilient 

Partnership for Sustainable Future）」 という全体テーマの下、ASEAN 各国

が成長エンジンとして重視する「食料安全保障」、「ツーリズム」、「モビリティ」という

3 つのセクターと、横断的な課題である「人材環流」について、各国・企業の「生の

声」を持ち寄り、課題の洗い出しを行った。 

 当会議での議論を経て、ＡＳＥＡＮ各国の経済・社会的課題の解決には、官民連携

や国境を越えた具体的なアクションが不可欠であること、その起点となるような議

論の場として、「AJBM」を抜本的に見直す必要があることが確認された。 

 そこで、同会議の後、経済同友会は、ASEAN 有志国（タイ、フィリピン、インドネシ

ア等）の代表者と協議を重ね、AJBM を発展的に解消することに合意、新たな対話

枠組みの立ち上げを目的に、2025 年 12 月に東京で合同会議を開催することを

決定した。 

 新たなプラットフォームの名称は、“AJ-NEXT (ASEAN-Japan Network for 

Engagement and Transformation)”である。この名称には、会議や議論を目的

化せず、会議を起点として各国参加者による共通課題への継続的な「関与」や、そ

れぞれの経済社会の「変革」を促す、という意思が込められている。また、

“NEXT”という略称により、日・ASEAN 関係を「次」のレベルへ引き上げるという

決意を象徴している。 

 AJBM から AJ-NEXT への移行にあたって、各国代表者が共有した方向性は以

下の通りである。 

 「交流・親睦」から「行動・成果」へ： 

経済人同士の顔の見える交流、関係構築という AJBM の成果を踏まえて、共

通の社会課題に対する「解」の深掘り、具体的なプロジェクト創出等、成果志

向のビジネス・プラットフォームへと転換する。 

 「個人」から「組織」へ： 

ASEAN 各国の知日派・親日派経済人を核とする個人ベースのネットワーク

を、プロジェクト推進に必要な能力とリソースを持つ「組織（経済団体）主体の

ネットワークに転換する。 

 「多国間共通課題」に加えて「国別課題」を共有： 

ASEAN の多様性、日本に対する異なる期待に鑑みて、全体共通課題に係る

活動ともに、関心を共有する国同士のバイラテラル連携や有志国連携を並行

して活動に織り込む。 
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2．AJ-NEXT2025 

 

（1）AJ-NEXT2025 会議の概要 

 

 AJBM の発展的解消と AJ-NEXT の枠組み作りを目的に、経済同友会は、

2025 年 12 月 5 日に、東京で“ＡＪ－ＮＥＸＴ 2025”を主催した。 

 ASEAN からは、AJ-NEXT の構想づくりの初期段階から連携してきたタイ商工

会議所（TCC）、インドネシアビジネス協議会（IBC）、フィリピン・日本経済交流委

員会（PHILJEC）から、各団体幹部 37 名が参加。日本からは、今井誠司・渡部一

文 アジア委員会委員長、同委員会副委員長、セッション・テーマに関連する企業

経営者や専門家が参加、総勢５７名で議論を行った。 

 今回会議の目的は、AJ-NEXT を通じて継続的に取り組むテーマの洗い出しと、

中長期的なアジェンダ設定の洗い出しである。各国の事情・関心を引き出す実質

的な議論を行うことに加え、その成果を複数年にわたるフォローアップ・プロセスに

落とし込むための「作戦会議」との位置である。 

 プログラムは、日本と ASEAN の成長戦略、国別・セクター別重点課題、横断的な

課題と協業という流れで構成した。 

 

 第 1 セッション：トーンセッティング（国際情勢、地政学的背景）： 

現代の国際経済情勢と地政学リスクに関する認識を共有し、日・ASEAN の

パートナーシップの方向性を確認する。 

米中対立やグローバルな分断を背景に、輸出主導型から内需主導型の成長

を目指すなど、レジリエンスの高い成長モデルへの移行が必要であることを

確認。日本と ASEAN、そして ASEAN 域内でのパートナーシップが必要

な「背景・理由」を共有する。 

 

 第 2 セッション：アジェンダセッティング（国・セクター別課題）  

ASEAN 各国が内需主導型の成長へ舵を切るにあたり、その牽引役として

重視する個別セクターに焦点を当て、具体的な課題を掘り下げる。 

具体的には、食品産業（タイ・フィリピン）、ツーリズム（タイ）、海運・物流（イン

ドネシア）に焦点を当て、地域的なパートナーシップや相互補完の「ニーズ」を

洗い出す。 

 

 第 3 セッション：アジェンダセッティング（成長のための基盤共創）  

AJBM からの継続課題でもある「人材還流」に焦点を当て、各国のニーズや

課題を確認。少子高齢化、スキル形成等の課題への対応につき、人材還流の

促進と越境人材の活用をキーワードに議論。 

 

 AJ-NEXT の企画にあたり、次世代ビジネスリーダー層との交流・連携を付加価

値として織り込んだ。具体的には、12 月２日～4 日にかけて東京で開催された

「日・ASEAN 次世代ビジネスリーダーズサミット」の関係者と合同夕食懇談会を

開催したほか、AJ-NEXT 2025 のセッションにて、次世代ビジネスリーダーズの
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活動状況について共有機会を設けた。次世代ビジネスリーダーズとは、同コミュニ

ティが発足した 2023 年から継続的に交流・接点を維持しており、ＡＪ－ＮＥＸＴへ

の移行にあたっても、このチャネルを維持し、連携を継続する方針を確認した。 

 

 

3．AJ-NEXT２０２５ 議論のハイライト 
 

（1）全体総括：多極化時代における「価値共創パートナー」への深化 

 

 本会議を通じて、日・ASEAN 関係の前提条件を更新する必要があるという問題

意識が共有された。国際秩序の不確実性への対応やＡＳＥＡＮ各国のニーズの成

熟度・多様性を踏まえ、「援助・支援をする側／受ける側」、「投資国／製造拠点」と

いう固定的な役割意識は、既に過去のものになりつつある。 

 各国が持続的成長を目指す上での課題や喫緊のニーズを持ち寄り、国境を越えた

連携・協業を通じて解を探るパートナーシップを具体化すべきという認識の下、日

本とＡＳＥＡＮが、お互いに何を期待し、何を提供できるかを議論した。 

 主な成果は以下の通りである。 

 

①地域的な連携につながる産業アジェンダ共創の可能性を確認 

 多国間で共通の産業アジェンダを具体化する可能性が示された。 

 例えば、ツーリズムについては 「量から質への転換」を共通のキーワードに、

飲食・宿泊などのサービス品質・衛生のレーティング・システムや、一か国に閉

じない、地域周遊的な観光商品の共創について提案があった。 

 食品産業分野では、気候変動への適応力強化や高付加価値化、デジタル・テ

クノロジーを活用したバリューチェーンの可視化や品質管理の高度化に係る

協力余地が示された。 

 海運・物流分野は、貿易・投資、各国産業基盤のレジリエンス強化、地政学リス

クへの対応の観点から、その重要性が確認された。造船・人材・補修など、各

国の強みを生かした地域分業型の海運・物流エコシステムの構築というビジョ

ンも共有された。 

 

②各国ニーズを踏まえた人材還流プラットフォームへの期待の共有 

 人材に関わる連携については、足元の労働力不足への対応や、ASEAN から

日本への一方向的な人材の送り出しに留まらない、中長期的な相互利益を見

据えた人材還流への期待が共有された。 

 具体的には、日本での留学・就労経験を通じて、特定の産業技能を形成した

人材を ASEAN の母国に還流し、自国の産業高度化につなげるような、循環

型モデルについて話し合った。 

 ASEAN と日本、双方の人材ニーズを踏まえて、中等教育段階からの交流、

語学教育、人材の送り出し・受け入れに係る制度是正など、幅広い取り組みを

産学官一体で進める必要があるという結論に達した。 
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③ASEAN における日本の存在感と役割期待 

 日本は投資規模や展開スピードの面で相対的に劣後するが、ASEAN での

人材育成への投資、層の厚い製造業バリューチェーンという独自の資産があ

ることを改めて確認した。 

 特に、大国間関係による不確実性が高まる中、日本が地域に安定をもたらす、

信頼できる柱として、影響力を発揮することへの期待が示された。 

 今後は、成長著しい ASEAN の内需の開拓や産業高度化に伴走する形で、

伴い、従来とは異なる分野でより深いローカライゼーション進めることが期待

されている。 

 

 

（２）セッションの概要 

 

①開会式 

 開会にあたって、今井 誠司 経済同友会アジア委員会委員長（みずほフィナン

シャルグループ 取締役会長）は、ＡＪＢＭから AJ-NEXT への移行によって、

ASEAN と日本のビジネスリーダーが、具体的かつ目に見える成果を生み出

すことを目指したいと述べ、会議の狙いを説明した。 

 来賓の宮本新吾 外務省 アジア太平洋局 南部アジア部長は、2025 年 10

月の日・ASEAN 首脳会議に触れ、高市政権が ASEAN を重視し、緊密な

意思疎通を図っていることを紹介した。そして、「自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）」構想や、アジア・ゼロエミッション共同体（ＡＺＥＣ）をはじめとするさま

ざまな枠組みを活かし、経済、エネルギー、安全保障、人材育成等の分野で協

力を一層推進する方針を示した。 

 続いて、渡辺哲也 東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）事務総長は、

国際環境の不確実性が高まる中で、理念やスローガンではなく、実務的かつ

戦略的な協力が重要と指摘した。あわせて、ASEAN 各国が、産業高度化、

デジタル経済の推進、サプライチェーン再編に取り組んでいることを紹介し、

AI を含む先端技術の責任ある活用、人材育成、中間層の強化が ASEAN 地

域の強靭性と持続的成長の鍵であるとの認識を示した。 

 ASEAN から参加の各団体を代表し、タイの Kalin SARASIN 氏、フィリピ

ンの Richard Albert I. OSMOND 氏 （President and CEO, 

Science Park of the Philippines, Inc.）、インドネシアの Arsjad 

RASJID 氏（Founder and Chairman, Sriwijaya Capital）は、行動・

成果志向の経営者対話の枠組みへの移行への賛同と、日本との連携に対する

期待を表明した。 

 

②セッション１： 

トーンセッティング ― 日・ASEAN 成長へのビジョンと課題 

 本セッションでは、寺田 貴 同志社大学法学部教授がモデレーターを務め、今

村 卓 アジア委員会副委員長（丸紅 執行役員）が話題提供を行った。 
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 議論の出発点として、世界経済が「予測不能・不確実・断片化」の局面に入って

いることが確認された。 

 今村氏は、米国の貿易赤字に支えられた自由貿易体制がもはや持続可能で

はないこと、米国が自ら主導してきた国際秩序を「国益にならない」と否定・解

体しつつある状況や、それが国際的な貿易・投資制度を揺るがす構造的リスク

となっていると現状を分析した。そして、この変化を受けて、ASEAN と日本

は、主に米国への輸出に依存する成長モデルから脱却し、地域的な産業エコ

システムを基盤とする成長モデルへの転換が必要という仮説が示された。 

 今村氏は、同時に、ＡＳＥＡＮの域内貿易依存度が 10 年前から 20％程で推

移していることを指摘。ＡSEAN がより一体的な市場として機能するよう、制

度面でのハーモナイゼーションや非関税障壁の引き下げが必要であること、日

本がその後押し役を果たしうることを説明した。 

 また、RCEP や CPTPP のような多国間経済枠組みは、「脱米国」や特定国の

排除を目指すのではなく、多極化時代のルール形成と予見可能性を確保する

安全装置として位置付けられること、米国を迂回する形で「逆説的グローバリ

ゼーション」が進む可能性があること等、将来展望も共有された。 

 こうした国際環境にあって、日本は ASEAN にとって、決して威圧的な手段を

用いることなく、ＡＳＥＡＮの内需開拓と産業高度化を支える「信頼できる地域

の柱」であるべきだと総括した。 

 この仮説を受けて、全体討議において、ASEAN 側からは、中国が投資のス

ピードや規模、ＡＳＥＡＮ各国の国家戦略と一体となった案件形成に強みを発

揮するのに対し、日本には技術力や現地に根差した製造ネットワーク、長年の

関係を通じて培われた信頼や定着力という強みがある、との指摘があった。そ

して、それらの強みを生かすため、今後、日本が ASEAN おいて関与を深め

る分野や優先順位を明示する必要があるとの認識が共有された。 

 全体を通じて、日本は ASEAN への関与において、日本ならではの「価値」と

「意味」で存在感を発揮し、自らを差別化すべきこと、特に、ＡＳＥＡＮを巨大な

需要市場ととらえ直し、人々の生活の質向上や新たな内需拡大に寄与するよ

うなビジネス展開を加速することが重要との認識が共有された。 

 

③セッション２：アジェンダセッティング 

「ASEAN 各国の優先課題、挑戦と連携への期待」 

 本セッションでは、渡部 一文 アジア委員会委員長（ロッテホールディングス 

取締役）がモデレーターを務め、タイ、インドネシア、フィリピンから、食品産業、

ツーリズム、海運・物流という各国が成長ドライバーとして重視する分野につい

て話題提供が行われた。 

 個々の産業セクターの発展に向けた課題と日本への期待が共有された他、セ

クター横断的な課題として、持続可能性、量から質への転換、人材育成、中小

企業や地方の包摂等のイシューへの関心、危機感が共有された。 

 

＜食品産業＞ 
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 食料安全保障の重要性が高まる中、ASEAN の供給力と日本の需要との関

係に相互補完を見出し、ASEAN の生産力やバリューチェーンの強化を図る

ことが共通の利益であるとの認識が共有された。 

 ASEAN からの期待は、農水産品・食品の貿易の拡大にはとどまらない。日本

の技術力、各種標準・制度を活かし、サプライチェーン全体を俯瞰した共創と

ASEAN の産業高度化への貢献が期待されている。具体的には、食品安全・

品質管理、サプライチェーンのトレーサビリティの高度化、コールドチェーンや

スマート物流等が挙げられた。 

 タイは、高い生産・輸出競争力を誇り、「世界のキッチン」としての存在感を発揮

している。ここからさらに「食の未来」をリードするような新分野の開拓に意欲

を示しており、健康・機能性食品や植物性タンパク、ペットフードなど、将来需

要への対応と高付加価値化に向け、日本との連携を提案した。 

 一方、フィリピンにおいて、食品産業は農村・地方の生活基盤と位置付けられ

ており、旺盛な生産力に比して担い手の多くが貧困状態にあること、自然災害

の頻発とが課題である。このため、生産面での生産性向上や、気候被害に強

い産品の開発・普及、コールドチェーンを含む物流の整備を通じて、産業の近

代化と包摂的な発展を目指したい、との方向性が示された。 

 

＜ツーリズム＞ 

 ツーリズムは、比較的速やかに富の分配を進められる手段であり、地方や若

者等への波及効果が高いことから、多くの国が重点的に産業振興を図ってい

る。それに伴うオーバーツーリズムや、人手不足、地域への富の還元といった

課題も各国に共通している。 

 こうした中にあって、タイは観光先進国として「量から質へ」の転換を図ってい

る。多くの観光客が訪れるが地元に経済的恩恵をもたらさない「ゼロドルツア

ー」でもなく、やみくもな富裕層の呼び込みでもなく、土地の特性・価値を理

解・尊重し、持続的なつながりを保つ良質なリピーター層を育むという方針が

示された。 

 また、観光の「質」の向上に寄与する具体策としては、食事・宿泊やさまざまな

体験の品質、衛生状態を可視化するレーティング制度2や、デジタルツールを

活用した情報発信の強化について、地域共通の「仕組み化」について、各国参

加者から提案があった。 

 また、各国が首都圏や主要都市以外の隠れた名所（hidden gems）の発掘と

観光地としてのブランディング、地域活性化を重視する中、一か国に閉じな

い、複数国にまたがる地域的な観光商品の創出を目指す、という提案も行わ

れた。 

 

＜海運・物流＞ 

 

2 Zagat Survey やミシュランなど、一定の評価基準に基づき第三者が品質や体験価値を 

可視化・序列化するレーティング制度。 
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 日本と ASEAN にとって、物流、特に海運は食料・エネルギー安全保障や幅

広い産業、経済活動の重要基盤である。インドネシアは、自国の地理的な優位

性と豊富な若年人口を背景に、地域における海運・物流をリードする意欲を示

した。そうした中で、日本の品質の高さを評価する一方、持続的な供給能力や

海外展開の遅れを課題として指摘した。 

 そして、造船・海運分野での中国の圧倒的優位への対応として、日本、インドネ

シアをはじめとする各国が、立地、製造技術、デジタル化、人材等の強みを組

み合わせ、地域内分業を通じて、高度な海運・物流エコシステムを構築すると

いうビジョンが示された。 

 その際、造船そのものに加え、船舶の修繕・メンテナンス拠点（MRO）の整備

や、港湾・物流のデジタル化、さらには陸上物流と港湾との接続性など、幅広い

分野を包括的に組み込むことの重要性も指摘された。 

 

 

④セッション３ アジェンダセッティング 

 本セッションでは、Lailani L. Alcantara 立命館アジア太平洋大学国際経

営学部教授がモデレーターを務め、地域内での人材還流のあり方と、日・

ASEAN それぞれの人材に関する課題・ニーズについて議論した。 

 Alcantara 教授は、自身の教え子の例を挙げ、個人が複数の国、複数の企

業を経験しながらキャリア形成していく時代にあって、「越境型人材」という実

態と各国の諸制度との間に齟齬が広がっているのではないか、と問いを投げ

かけた。 

 これを受けて、フィリピン、インドネシアからは、若年人口の増加と国内の雇用

創出不足を背景に、海外での留学・就労を通じた産業技能の形成、外貨獲得

を国家戦略として推進している例が紹介された。特にフィリピンにおいては、日

本へのエセンシャル・ワーカーの送り出しと合わせ、フィリピンに進出する日系

企業の多様な「現場」を、現地人材が支えている実態が紹介された。 

 国際的な人材獲得競争を背景に、ASEAN 人材の「行先」は欧州、中近東等

にも及び、多様化しているものの、文化的・地理的に近い日本への期待は依然

として保たれている。 

 一方、日本側には海外人材の受け入れ・活用のニーズがあり、そのための制

度整備も一定程度進んでいるものの、ASEAN 側からは、依然として制度的・

文化的障壁が高いとの指摘があいついだ。 

 ある ASEAN 参加者からは、日本で実務経験を積んだ看護人材の多くが、

試験制度や手続き上の問題で短期で帰国を余儀なくされる現状について、

「日本は、構造的に、自らの投資を回収できていない状況を作っている」という

厳しい指摘もあった。 

 また、ASEAN の国々は、自国人材が日本での一定期間の就労を経て、より

高度な産業知識や技能を獲得し、それを母国に「持って帰る」ことで、国内産業

の高度化、産業変革につなげたいという中長期的な展望を描いている。足元

の人手不足や需給ギャップへの対策にとどまらず、地域全体で産業高度化と
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良質な雇用創出を加速するトリガーとして、循環型の人材エコシステムを設計

することが必要と議論された。 

 こうした提案を受け、日本側からは「人材の送り出し・受け入れ」というチャネル

に閉じない、さまざまな人材還流・活用の方法が提案された。例えば、

ASEAN のさまざまな国の強みを精査し、それぞれにマーケティング、製品開

発、顧客開拓、財務等の機能別ハブを設け、現地人材を採用・活用する組織設

計の事例が紹介された。このような国境にとらわれない越境型の人材活用や、

多国籍チームによる協業を “enabler”として AI やデジタル・テクノロジーを

活用する企業事例も共有された。 

 

⑤閉会式 

 閉会式においては、ASEAN 各国代表より総括があり、その中でタイの

Kalin SARASIN 氏は、「日本側は、ASEAN から見た自らの魅力をどのよ

うに高めていくのか、ASEAN 側には、日本との協働から何を学びたいのか、

それぞれ共有していくことが必要」と問いを投げかけ、今回の議論を具体的な

行動につなげていくことが重要と強調した。 

 それを受けて、今井アジア委員会委員長は、AJ-NEXT という枠組みで、中

長期的かつ継続的に展開していく主要なテーマを特定するため、各国代表と

フォローアップ会議を開催し、具体的な展開方針を定める方針を確認した。 

 

 

4．AJ-NEXT 2026 に向けて 
 

 AJ-NEXT 2025 終了後、2026 年１月に、日本・ASEAN 各国代表者は、会議

の成果の振り返りと、以降の活動方針について討議を行った。 

 今回会議の意義は、食品産業・食料安全保障、ツーリズム、物流・ロジスティクスな

ど具体的な産業セクターを取り上げることで、メンバー国の関心領域と課題が具体

性を持って洗い出されたことだと確認。そのうえで、次のステップとして、これらの

領域における日・ASEAN の協業プランや政策提言など、具体的成果創出に向け

て複数年（３～５年）にわたるアクションプランを策定することに合意した。 

 また、その過程で、AJ-NEXT をビジネス・プラットフォームとしてさらに充実させ

るため、新たなステークホルダーの巻き込みを進めることを決定した。具体的に

は、今後、深掘りを進める各セクターのビジネスリーダー・実務者やアカデミア、次

代を担う若いビジネスリーダーや起業家との連携、ASEAN 側参加国の拡大に、

各国代表者が中心となって取り組む。 

 2026 年春を目途、次回以降の会議開催・活動方針を具体化する予定である。 

 

 

以上 
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5．会議資料 
（1）AJ-NEXT 実施報告概要資料 

（2）当日プログラム 

（3）参加者リスト 
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6．会議の様子   

 
来賓挨拶 宮本 新吾氏 

 
来賓挨拶 渡辺 哲也氏 

 
タイ代表 Kalin SARASIN 氏 

 
フィリピン代表 Albert I. OSMOND

氏 

 
インドネシア代表  Arsjad RASJID 氏 

 
会議全景 
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